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ガス・石 油 機 器 判 断 基 準 ワーキンググループでは、ガス・石 油 温 水 機 器 の性 能 の向 上 に

関 する製 造 事 業 者 又 は輸 入 事 業 者 （以 下 「製 造 事 業 者 等 」という。）の判 断 の基 準 等 につ

いて審 議 を行 い、以 下 の通 りとりまとめを行 った。 

 

現行基準の評価 

2000 年 度 のガス瞬 間 湯 沸 器 ・ガスふろがま、石 油 温 水 機 器 のエネルギー消 費 効 率 の加

重 平 均 値 は 77.7%、82.0%に対 して 2006 年 度 を目 標 年 度 とする目 標 基 準 値 80.9%、84.9%を

設 けたが、それをそれぞれ 1.1 ポイント上 回 る 82.0%、0.4 ポイント上 回 る 85.3%となった。 

また、2002 年 度 のガス暖 房 機 器 のエネルギー消 費 効 率 の加 重 平 均 値 は 80.7%、82.1%に

対 して 2008 年 度 を目 標 年 度 とする目 標 基 準 値 83.4%、83.0%を設 けたが、それをそれぞれ

2.7 ポイント上 回 る 86.1%、5.6%上 回 る 88.6%となった。 

 
表 1 エネルギー消費効率の実績 

 
基 準 年 度  

目 標 年 度  

目 標 基 準 値  実 績  

ガス温 水 機 器  

ガス瞬 間 湯 沸 器 、 

ガスふろがま 

2000 年 度  

77.7％ 

2006 年 度  

80.9% 
82.0％ 

（5.5％） 

ガス暖 房 機 器  

（給 湯 付 のもの以

外 ） 

2002 年 度  

80.7％ 

2008 年 度  

83.4% 
86.1％ 

（6.7％） 

ガス暖 房 機 器  

（給 湯 付 のもの） 

2002 年 度  

82.1％ 

2008 年 度  

83.0% 
88.6％ 

（7.9％） 

石 油 温 水 機 器  

給 湯 用 のもの、 

暖 房 用 のもの、 

浴 用 のもの 

2000 年 度  

82.0％ 

2006 年 度  

84.9% 
85.3％ 

（4.0％） 

※括 弧 内 は基 準 年 度 からの改 善 率  
 

対象とする範囲【別添 1】 

 ガス温水機器 

以 下 のものは除 く。  
①現 行 基 準 において適 用 除 外 している機 種  

• 貯 蔵 式 湯 沸 器  
• 業 務 の用 に供 するために製 造 されたもの  
• 都 市 ガスのうち１３Ａガスグループに属 するもの及 び液 化 石 油 ガス以 外 のガスを燃 料

とするもの  
• 浴 室 内 に設 置 するガスふろがまであって、不 完 全 燃 焼 を防 止 する機 能 を有 するもの  
• 給 排 気 口 にダクトを接 続 する構 造 の密 閉 式 ガスふろがま  
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②新 たに適用除 外 する機 種  

a） ガス瞬間湯沸器 

• ガス瞬 間 湯 沸 器 のうち通 気 方 式 が自 然 通 気 式 かつ給 排 気 方 式 が開 放 式 のもの以

外 のもの  
b） ガスふろがま 

• ガスふろがまのうち給 湯 の機 能 を有 しないもの  
• 給 湯 の機 能 を有 するガスふろがまのうち通 気 方 式 が自 然 通 気 式 のもの  
• 給 湯 の機 能 を有 するガスふろがまのうち通 気 方 式 が強 制 通 気 式 かつ循 環 方 式 が自

然 循 環 式 のもの  
• 給 湯 の機 能 を有 するガスふろがまのうち通 気 方 式 が強 制 通 気 式 かつ循 環 方 式 が強

制 循 環 式 で、給 排 気 方 式 が屋 外 式 のもの以 外 のもの  
c） ガス暖房機器 

• 暖 房 の用 のみに供 するもの  
 

 石油温水機器 

以 下 のものは除 く。  
①現 行 基 準 において適 用 除 外 している機 種  

• バーナー付 きふろがま（ポット式 バーナーを組 み込 んだものに限 る。）（ポット式 石 油  
ふろがま）  

• 業 務 の用 に供 するために製 造 されたもの  
• 薪 材 を燃 焼 される構 造 を有 するもの（薪 だき兼 用 型 石 油 ふろがま）  
 

②新 たに適 用 除 外 する機 種  

a） 石油瞬間湯沸器 

• 石 油 瞬 間 湯 沸 器 のうち加 熱 形 態 が貯湯式かつ急 速 加 熱 形 のもの以 外 のもの  
b） 石油ふろがま 

• 石 油 ふろがま 
c） 石油暖房機器 

• 暖房用のもののうち加熱形態が貯湯式かつ急速加熱形のもの以外のもの  
 
③新 たに対 象 範 囲 とする機 種  

• ゲージ圧 力 0.1ＭＰａを超 える温 水 ボイラー  
 

エネルギー消費効率及び測定方法【別添２】 

 ガス温水機器 

ガス温 水 機 器 のうち、暖 房 機 能 付 きのもの以 外 のエネルギー消 費 効 率 は、「モード熱 効

率 （％）」で評 価 することとする。測 定 方 法 は「家 庭 用 ガス・石 油 温 水 機 器 のモード効 率 測 定

法 」（JIS S 2075：2011）で定 める方 法 とする。  
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ガス温 水 機 器 のうち、暖 房 機 能 付 きのもののエネルギー消 費 効 率 は、現 行 基 準 と同 様 に

暖 房 部 の「定 格 熱 効 率 （％）」と給 湯 部 の「定 格 熱 効 率 （％）」をそれぞれ 1 対 3 の比 率 によ

り加 重 平 均 した値 で評 価 することとする。暖 房 部 の定 格 熱 効 率 の測 定 方 法 は「家 庭 用 ガス

温 水 熱 源 機 」（JIS S 2112：2019）、給 湯 部 の定 格 熱 効 率 の測 定 方 法 は「家 庭 用 ガス温 水

機 器 」（JIS S 2109：2019）で定 める方 法 とする。  
 

 石油温水機器 

石 油 温 水 機 器 のうち、暖 房 機 能 付 きのもの以 外 のエネルギー消 費 効 率 は、「モード熱 効

率 （％）」で評 価 することとする。測 定 方 法 は「家 庭 用 ガス・石 油 温 水 機 器 のモード効 率 測 定

法 」（JIS S 2075：2011）で定 める方 法 とする。  
石 油 温 水 機 器 のうち、暖 房 機 能 付 きのもののエネルギー消 費 効 率 は、現 行 基 準 と同 様 に

「定 格 熱 効 率 （％）」で評 価 することとする。測 定 方 法 は「石 油 燃 焼 機 器 の試 験 方 法 通 則 」

（JIS S 3031：2009）の測 定 方 法 に基 づく「定 格 熱 効 率 （％）」で評 価 する。  
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製造事業者等の判断の基準となるべき事項等 

 目標年度【別添３】 

ガス温 水 機 器 、石 油 温 水 機 器 ともに、目 標 年 度 は 2025 年 度 とする。  
 

 目標達成のための区分と目標基準値【別添４、５】 

従 来 型 機 器 及 び潜 熱 回 収 型 機 器 それぞれのエネルギー消 費 効 率 のトップランナー値 に

対 して、潜 熱 回 収 型 温 水 機 器 の普 及 率 （出 荷 台 数 に占 める潜 熱 回 収 型 温 水 機 器 の割 合 ）

を踏 まえて、目 標 基 準 値 を設 定 する。  
①ガス温 水 機 器  

ガス温 水 機 器 の区 分 と目 標 基 準 値 は、以 下 の通 りとする。  
 

表 2 ガス温水機器の目標基準値 

区 分  
目 標 基 準 値  

区 分 名  用 途  通 気 方 式  

Ⅰ 
ガス瞬 間 湯 沸 器  

自 然 通 気 式  77.50% 

Ⅱ 強 制 通 気 式  84.37%×αⅡ 

Ⅲ ガスふろがま 87.21%×αⅢ 

Ⅳ ガス暖 房 機 器  90.32% 

 
表 3 構造係数αⅡ、αⅢ（区分Ⅱ、Ⅲ）  

 構 造  構 造 係 数 の値  

αⅡ 

壁 貫 通 型  0.9998 

壁 組 込 型  0.9869 

強 制 給 排 気 式  0.9900 

強 制 排 気 式  

（従 来 型 に限 る） 
0.9661 

レンジフード一 体 型  

（従 来 型 に限 る） 
0.8415 

その他  1.0000 

αⅢ 

壁 貫 通 型  0.9839 

壁 組 込 型  

（従 来 型 に限 る） 
0.9576 

その他  1.0000 
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備考 ガス温水機器のうち構造係数を有する機器の定義はそれぞれ以下の通りとす

る。 

 
構 造 の種 別  機 器 の構 造 要 件  

従 来 型  

日 本 産 業 規 格 S2091 の 4.4 のａ）の燃 焼 機 器 の種 類 に規 定 する潜

熱 回 収 型 燃 焼 機 器 以 外 の機 器 。 

壁 貫 通 型  

日 本 産 業 規 格 S2092 の 4 の表 3 の屋 内 式 機 器 の給 排 気 方 式 によ

る区 分 に規 定 する密 閉 式 かつ自 然 給 排 気 式 （BF）の機 器 の給 排 気

筒 トップあとに設 置 する機 器 であって日 本 産 業 規 格 S2092 の表 2-屋

内 外 設 置 による区 分 に規 定 する屋 外 式 の機 器 。 

壁 組 込 型  

壁 組 込 型 取 付 ボックスと一 体 の機 器 としてガス機 器 防 火 性 能 評 定 試

験 により評 定 された機 器 であって日 本 産 業 規 格 S2092 の表 2-屋 内

外 設 置 による区 分 に規 定 する屋 外 式 の機 器 。 

強 制 給 排 気 式  
日 本 産 業 規 格 S2092 の 4 の表 3 の屋 内 式 機 器 の給 排 気 方 式 によ

る区 分 に規 定 する密 閉 式 かつ強 制 給 排 気 式 （FF）の機 器 。 

強 制 排 気 式  
日 本 産 業 規 格 S2092 の 4 の表 3 の屋 内 式 機 器 の給 排 気 方 式 によ

る区 分 に規 定 する半 密 閉 式 かつ強 制 排 気 式 （FE）の機 器 。 

レンジフード一 体

型  

日 本 産 業 規 格 S2092 の 4 の表 3 の屋 内 式 機 器 の給 排 気 方 式 によ

る区 分 に規 定 する密 閉 式 かつ強 制 給 排 気 式 の強 制 給 排 気 外 壁 式

（FF-W）の機 器 であって操 作 部 がレンジフードに内 蔵 されており給 気

管 及 び排 気 管 の直 径 が 40mm 以 下 の機 器 。 

 
②石 油 温 水 機 器  

石 油 温 水 機 器 の区 分 と目 標 基 準 値 は、以 下 の通 りとする。  
 

表 4 石油温水機器の目標基準値 

区 分  
目 標 基 準 値  

区 分 名  用 途  加 熱 方 式  

Ⅰ 

給 湯 用

のもの 

浴 用 なし 瞬 間 型  89.68%×βⅠ 

Ⅱ 貯 湯 式  76.88% 

Ⅲ 浴 用 あり 瞬 間 型  90.01%×βⅢ 

Ⅳ 貯 湯 式  76.07% 

Ⅴ 
暖 房 用 のもの 

貯 湯 式  
87.06%×βⅤ 
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表 5 構造係数βⅠ、βⅢ、βⅤ（区分Ⅰ、Ⅲ、Ⅴ）  
 構 造  構 造 係 数 の値  

βⅠ 
圧 力 噴 霧 式  0.9585 

その他  1.0000 

βⅢ 
圧 力 噴 霧 式  0.9492 

その他  1.0000 

βⅤ 

ON-OFF 制 御  

（従 来 型 に限 る） 
1.0051 

その他  1.0000 

 
 
備考 石油温水機器のうち構造係数を有する機器の定義はそれぞれ以下の通りとす

る。 

 
種 別  機 器 の構 造 要 件  

従 来 型  
日 本 産 業 規 格 S2091 の 4.4 のａ）の燃 焼 機 器 の種 類 に規 定 する潜

熱 回 収 型 燃 焼 機 器 以 外 の機 器 。 

圧 力 噴 霧 式  
日 本 産 業 規 格 S3031 の 4.1 の表 2 の燃 焼 方 式 による機 器 の区 分 に

規 定 する圧 力 噴 霧 式 の機 器 。 

ON-OFF 制 御  
日 本 産 業 規 格 S2091 の 4.4 のｅ）の 3）の制 御 及 制 御 装 置 に規 定 す

るオンーオフ制 御 の方 式 の機 器 。 

 
達成判定について【別添６】 

目 標 年 度 以 降 の各 年 度 において出 荷 する機 器 のエネルギー消 費 効 率 を区 分 毎 に出 荷

台 数 により加 重 調 和 平 均 した数 値 が基 準 エネルギー消 費 効 率 を区 分 毎 に出 荷 台 数 により

加 重 調 和 平 均 した数 値 を下 回 らないようにすることを求 める。  
また、規 制 の対 象 外 となっているハイブリッド給 湯 機 について、外 気 温 等 の使 用 環 境 の違

いからエネルギー消 費 性 能 に差 異 が生 じる等 の課 題 は存 在 するものの、省 エネに資 する製

品 を評 価 し、普 及 を促 進 することは重 要 である。  
そこで、省 エネ性 能 の向 上 や潜 熱 回 収 型 温 水 機 器 の出 荷 比 率 を伸 ばす積 極 的 な取 組 を

促 す為 の特 例 として、基 準 エネルギー消 費 効 率 を下 回 る区 分 を有 する場 合 であって、出 荷

するハイブリッド給 湯 機 を含 む各 機 器 のエネルギー消 費 効 率 （熱 効 率 ）を出 荷 台 数 で加 重

調 和 平 均 した数 値 （企 業 別 平 均 熱 効 率 ）が、基 準 エネルギー消 費 効 率 を区 分 毎 の出 荷 台

数 （ハイブリッド給 湯 機 を除 く）で加 重 調 和 平 均 した値 （企 業 別 基 準 エネルギー消 費 効 率 ）を

下 回 らない場 合 は、各 区 分 において下 回 らないものとみなすことができるものとする。  
なお、ハイブリッド給 湯 機 を含 む省 エネに資 する温 水 機 器 の評 価 のあり方 については、そ
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の普 及 状 況 等 を見 極 めつつ次 回 見 直 し時 に改 めて検 討 することとする。  
 
表示事項等 

①表 示 事 項  

イ）品名又は型名 

ロ）区分名 

ハ）構造名（構造係数を有するものに限る。） 

二）エネルギー消費効率 

ホ）製造事業者等の氏名又は名称 

②遵 守 事 項  

イ）エネルギー消費効率は、小数点第１位（小数点第２位切り捨て）まで表示す

る。 

ロ）表示事項は、性能に関する表示のあるカタログ及び機器ごとに、見やすい箇

所に容易に消えない方法で記載する。 

ハ）暖房部と給湯部ごとのエネルギー消費効率が測定されるものは、それぞれの

効率もカタログに表示する。 

 
省エネルギーに向けた提言 

（１）  使用者の取組  
①  エネルギー消費効率の良いガス・石油温水機器の選択に努めるととも

に、ガス・石油温水機器の使用に当たっては、適切かつ効率的な使用に

よりエネルギーの削減に努めること。  
 

（２）  販売事業者の取組  
①  エネルギー消費効率の良いガス・石油温水機器の販売に努めるととも

に、「省エネルギーラベル」等を利用し、使用者がエネルギー消費効率の

良いガス・石油温水機器の選択に資するよう適切な情報の提供に努める

こと。  
②  店頭等での適切な情報の提供を行う観点から、ガス・石油温水機器の省

エネルギーに関する情報収集及び販売員の教育等に努めること。  
③  ガス・石油温水機器を集合住宅等の建築物に組み込んで販売する者は、

建築物の居住者等がエネルギー消費効率の良いガス・石油温水機器の使

用に資するようエネルギー消費効率の良いガス・石油温水機器の選択及

び設置に努めること。  
 

（３）  製造事業者等の取組  
①  ガス・石油温水機器の省エネルギー化のための技術開発を促進し、エネ

ルギー消費効率の良い製品の開発に努めること。  
②  エネルギー消費効率の良いガス・石油温水機器の普及を図る観点から、
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「省エネルギーラベル」等を利用し、使用者がエネルギー消費効率の良

いガス・石油温水機器の選択に資するよう適切な情報の提供に努めるこ

と。  
③  ガス・石油温水機器の使用時に電力も消費することを考慮し、電力消費

も含めた評価を進めるよう努めること。また、待機時消費電力の削減に

も引き続き努めること。  
④  ガス・石油温水機器のうち暖房機能付きのものの実使用時を考えた効率

改善のための評価方法の開発に努めること。  
⑤  モード熱効率について使用者の理解を進めるために適切な情報提供を行

っていくこと。この場合において、モード熱効率と定格熱効率が併存す

ることを十分に考慮し、使用者の混乱を生じさせないよう留意するこ

と。なお、その際に使用者により近い販売事業者と連携すること。  
 

（４）  政府の取組  
①  エネルギー消費効率の良いガス・石油温水機器の普及を図る観点から、

使用者及び製造事業者等の取組を促進すべく、政策的支援及び普及啓発

等の必要な措置を講ずるよう努めること。  
②  製造事業者等の表示の実施状況を定期的・継続的に把握し、使用者に対

してエネルギー消費効率に関する、正しく分かりやすい情報の提供がな

されるよう適切な法運用に努めること。  
③  エネルギー消費効率の良いガス・石油温水機器の普及状況の把握に努め

るとともに、家庭部門の省エネの進捗状況を分析し情報提供に努めるこ

と。  
④  省エネに資する多様な温水機器の普及状況を把握し、その普及を促す取

組に努めること。  
⑤  トップランナー方式に基づく省エネルギー規制については、機器の省エ

ネルギーを図る上で大変有効な手法であることから、適切な機会を捉え

ながら、これを国際的に普及させるよう努めること。  
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（参 考 ） 

 

目 標 年 度 におけるエネルギー消 費 効 率 の改 善 率  

 
基 準 値 改 正 による、ガス温 水 機 器 及 び石 油 温 水 機 器 のそれぞれの今 後 のエネルギー

消 費 効 率 改 善 見 込 みは以 下 の通 り。なお、温 水 給 湯 機 器 （ガス：区 分 Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ 石 油 ：

区 分 Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ、Ⅳ）のエネルギー消 費 効 率 については、確 認 できるデータの制 約 から、基

準 年 度 である 2016 年 度 ではなく 2009 年 度 のデータを用 いている点 には留 意 が必 要 であ

る。また、加 重 調 和 平 均 の際 の出 荷 台 数 は、基 準 年 度 である 2016 年 度 から目 標 年 度 に

わたって比 率 ・台 数 ともに変 わらないものとしている。 

ガス温 水 機 器 では 5.2%、石 油 温 水 機 器 では 7.1%、両 者 を合 わせた温 水 機 器 全 体 では

5.4％の熱 効 率 改 善 が見 込 まれる。 

 

 

エネルギー消 費 効 率  

目 標 年 度 （2025 年

度 ）における 

目 標 基 準 値  

熱 効 率 改 善 率  

給 湯 ：2009 年 度  

（モード熱 効 率 ） 

暖 房 ：2016 年 度  

（定 格 熱 効 率 ） 

ガス温 水 機 器  81.1% 85.3% 5.2% 

石 油 温 水 機 器  79.3% 84.9% 7.1% 

温 水 機 器 全 体  80.9% 85.3% 5.4% 

 
   なお、2009 年 度 、2016 年 度 におけるガス温 水 機 器 及 び石 油 温 水 機 器 のそれぞれの定  

格 熱 効 率 のデータを用 いて、それぞれの年 度 における出 荷 台 数 で加 重 調 和 平 均 したエネ

ルギー消 費 効 率 を参 考 までに示 すと以 下 の通 り。  
 

 
エネルギー消 費 効 率 （定 格 熱 効 率 ） 

2009 年 度  2016 年 度  

ガス温 水 機 器  83.8% 85.5% 

石 油 温 水 機 器  87.2% 87.7% 

温 水 機 器 全 体  84.2% 85.8% 

※2009 年 度 ：一 般 社 団 法 人 日 本 ガス石 油 機 器 工 業 会 提 供  
2016 年 度 ：資 源 エネルギー庁 によるアンケート調 査 結 果 より作 成  

 



 

 

 

別添１ 

ガス・石 油 温 水 機 器 の対 象 範 囲 について  
 
１．ガス温 水 機 器  
（１）対象範囲の設定の考え方 

本判断の基準等が適用される対象範囲は、ガスを燃料とする家庭用ガス温水機

器すべての製品のうち、平成２３年３月２２日に策定された「家庭用ガス・石油

温水機器のモード効率測定法」（JIS S 2075：2011）」において規定される標準使

用モードを用いた効率の測定が可能なガス瞬間湯沸器、ガスふろがま及び現行基

準と同様の定格使用モードを用いた効率の測定が可能なガス温水暖房機器とす

る。 

 

（２）適用除外とする機器について 

（ア）現行基準から引き続き対象範囲の除外とする機種  

以 下 の機 種 については、出 荷 台 数 が極 度 に小 さく、市 場 での使 用 割 合 が極 度 に小 さい

機 種 であることから、引 き続 き対 象 範 囲 から除 外 する。 

 

（ a）都 市 ガスのうち１３Ａガスグループに属 するもの及 び液 化 石 油 ガス以 外 のガスを燃 料 と

するもの 

表 １に示 すように、出 荷 台 数 が減 少 傾 向 にあり、市 場 での使 用 割 合 が極 度 に小 さいこ

とから、引 き続 き対 象 範 囲 から除 外 する。なお、都 市 ガスについては、昭 和 ４７年 より都 市

ガス事 業 者 が供 給 するガスの天 然 ガス（１３Ａ）への転 換 が進 められており、現 在 大 部 分

のガスが天 然 ガス（１３Ａ）に転 換 されていることから、今 後 製 品 の生 産 は増 加 することは

予 想 できない。 

表 1 都 市 ガスのうち１３Ａガスグループに属 するもの及 び 

液 化 石 油 ガス以 外 のガスを燃 料 とするものの出 荷 台 数  

出 荷 台 数 （台 ） 出 荷 台 数 比 率  

平 成 １９年 度  平 成 ２７年 度  平 成 ２７年 度  

４１，５９１ ０ ０％ 

ガス温 水 機 器 の総 出 荷 台 数 （平 成 ２７年 度 ）：３１１万 台  

出 典 ：一 般 社 団 法 人 日 本 ガス石 油 機 器 工 業 会 統 計  

 

（b）貯蔵式湯沸器  

貯 蔵 式 湯 沸 器 は、貯 湯 部 が密 閉 されているか否 かによって、ガス貯 湯 湯 沸 器 （図 １）と

ガス常 圧 貯 蔵 湯 沸 器 （図 ２）に分 かれているが、 

表 ２に示 すように、いずれも出 荷 台 数 が減 少 傾 向 にあり、市 場 での使 用 割 合 が極 度 に

小 さいことから、引 き続 き対 象 範 囲 から除 外 する。 
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表 ２ ガス貯 湯 湯 沸 器 とガス常 圧 貯 蔵 湯 沸 器 の出 荷 台 数  

 
出 荷 台 数 （台 ） 出 荷 台 数 比 率  

平 成 １２年 度  平 成 ２７年 度  平 成 ２７年 度  

ガス貯 湯 湯 沸 器 （図 １） 約 １，３００ ９８ ０．００％ 

ガス常 圧 貯 蔵 湯 沸 器 （図 ２） 約 ３，３００ ８９２ ０．０３％ 

合  計  約 ４，６００ ９９０ ０．０３％ 

ガス温 水 機 器 の総 出 荷 台 数 （平 成 ２７年 度 ）：３１１万 台  

出 典 ：一 般 社 団 法 人 日 本 ガス石 油 機 器 工 業 会 統 計  

 

図 １ ガス貯 湯 湯 沸 器             図 ２ ガス常 圧 貯 蔵 湯 沸 器  

 

（c）浴室内に設置するガスふろがまであって、不完全燃焼を防止する機能を有す

るもの 

浴 室 内 に設 置 するガスふろがまであって、不 完 全 燃 焼 を防 止 する機 能 を有 するもの

は、通 気 方 式 及 び給 排 気 方 式 の相 違 により、自 然 通 気 ・半 密 閉 式 ガスふろがま（図 ３）と

強 制 燃 焼 ・強 制 循 環 ・密 閉 式 ガスふろがま（給 湯 付 ）（図 ４）に分 かれている。平 成 ２７年

度 の出 荷 台 数 は５，３０２台 であり、市 場 での使 用 割 合 が極 度 に小 さいことから、引 き続 き

対 象 範 囲 から除 外 する。 

 

図 ３ 自 然 通 気 ・半 密 閉 式 ガスふろがま  図 ４ 強 制 燃 焼 ・強 制 循 環 ・密 閉 式 ガスふろがま（給 湯 付 ） 

 

 

（d）給排気口にダクトを接続する構造の密閉式ガスふろがま 

給 排 気 口 にダクトを接 続 する構 造 の密 閉 式 ガスふろがま（図 ５）は、表 ３に示 すとおり、

出 荷 台 数 が減 少 傾 向 にあり、市 場 での使 用 割 合 が極 度 に小 さいことから、引 き続 き対 象
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範 囲 から除 外 する。 

表 ３ 給 排 気 口 にダクトを接 続 する構 造 の密 閉 式 ガスふろがまの出 荷 台 数  

出 荷 台 数 （台 ） 出 荷 台 数 比 率  

平 成 １２年 度  平 成 ２７年 度  平 成 ２７年 度  

約 １，７００ ０ ０％ 

ガス温 水 機 器 の総 出 荷 台 数 （平 成 ２７年 度 ）：３１１万 台  

出 典 ：一 般 社 団 法 人 日 本 ガス石 油 機 器 工 業 会 統 計  

 

図 ５ 給 排 気 口 にダクトを接 続 する構 造 の密 閉 式 ガスふろがま 

 

（※）給 排 気 口 に接 続 するダクトとは、集 合 住 宅 の内 部 に最 下 階 から屋 上 に向 って燃 焼 排 気 ガスを排 出

するダクトであり、下 部 から給 気 して頂 部 から排 気 する方 式 のＳＥダクト（図 ６）及 び頂 部 から給 気 し

下 部 を経 由 してから再 び頂 部 へＵターンして排 気 する方 式 のＵダクト（図 ７）がある。 

図 ６ ＳＥダクト                図 ７ Ｕダクト 
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（イ）新たに対象範囲の除外とする機種 

ガス瞬間湯沸器およびガス給湯付ふろがまのうち、以下の①～⑥の機種につい

ては、市場での使用割合が極度に小さい機種であることから、新たに対象範囲か

ら除外する。 

 

①ガス瞬間湯沸器のうち、通気方式が自然通気式で給排気方式が開放式以外の機種

（現行区分 B） 

②ガス給湯付ふろがまのうち、通気方式が自然通気式かつ循環方式が自然循環式

で、給排気方式が半密閉式又は密閉式（給排気部が外壁を貫通する位置が半密閉

式と同程度の高さのもの）の機種（現行区分 J） 

③ガス給湯付ふろがまのうち、通気方式が自然通気式かつ循環方式が自然循環式

で、給排気方式が密閉式の機種（現行区分 K） 

④ガス給湯付ふろがまのうち、通気方式が自然通気式かつ循環方式が自然循環式

で、給排気方式が屋外式の機種（現行区分 L） 

⑤ガス給湯付ふろがまのうち、通気方式が強制通気式で循環方式が自然循環式の機

種（現行区分 M） 

⑥ガス給湯付ふろがまのうち、通気方式が強制通気式かつ循環方式が強制循環式

で、給排気方式が屋外式以外の機種（現行区分 N） 

 

表４ 市場での使用割合が極度に小さい機種であることから 

新たに適用範囲から除外する機種の出荷台数 

 現行区分 
出 荷 台 数 （台 ）  出 荷 台 数 比 率  

平 成 １２年 度  平 成 ２７年 度  平 成 ２７年 度  

① B １３，２８０  ０ ０％  

② J ４０，６７０  １，３９２  ０．０４％  

③ K ２６１，６９９  ５８，３５７  １．８８％  

④ L ３，５３６  ０ ０％  

⑤ M ３３，５９６  １，３５０  ０．０４％  

⑥ N ９０，２５７  ２２，６１５  ０．７３％  

注）ガス温水機器の総出荷台数（平成２７年度）：３１１万台  

出典）一般社団法人日本ガス石油機器工業会統計  

 

また、ガスふろがまのうち、以下の⑦～⑪の機種については、以下の２点の理

由より特殊な用途に使用される機種及び市場での使用割合が極度に小さい機種で

あることから、新たに対象範囲から除外する。 

 過去には戸建て住宅において、給湯用と浴用のガス温水機器を別個設置する

こともあったが、現在では給湯用機器で浴槽への給湯や湯沸かしを担うこと

が一般的である。現在では、湯沸専用の機器を新規に設置することはなく、

既設機器への取替え需要のみに対応して製造されている製品となっており、
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特殊な用途に使用される機種であるため。 

 表５のとおり、出荷台数は、平成１２年度の出荷台数と比べると多くが大幅な

減少傾向にあり、市場での使用割合が極度に小さい機種であるため。 

 

⑦通気方式が自然通気式かつ循環方式が自然循環式で、給排気方式が半密閉式又は

密閉式（給排気部が外壁を貫通する位置が半密閉式と同程度の高さのもの）の機

種（現行区分 E） 

⑧通気方式が自然通気式かつ循環方式が自然循環式で、給排気方式が密閉式（給排

気部が外壁を貫通する位置が半密閉式と同程度の高さのもの以外）の機種（現行

区分 F） 

⑨通気方式が自然通気式かつ循環方式が自然循環式で、給排気方式が屋外式の機種

（現行区分 G） 

⑩通気方式が強制通気式で循環方式が自然循環式の機種（現行区分 H） 

⑪通気方式が強制通気式で循環方式が強制循環式の機種（現行区分 I） 

 

表５ 特殊な用途に使用される機種及び市場での使用割合が極度に小さい 

機種であることから新たに適用範囲から除外する機種の出荷台数 

 現行区分 
出 荷 台 数 （台 ）  出 荷 台 数 比 率  

平 成 １２年 度  平 成 ２７年 度  平 成 ２７年 度  

⑦ E ７９，３９６  ５，４１３  ０．１７％  

⑧ F ６７，４０９  ６，６８２  ０．２１％  

⑨ G ４９，４３３  ３４，３７８  １．１１％  

⑩ H ２２，４７０  ８２  ０．００３％  

⑪ I ９，７２０  １０，３４９  ０．３３％  

注）ガス温水機器の総出荷台数（平成２７年度）：３１１万台  

出典）一般社団法人日本ガス石油機器工業会統計  

 
また、暖 房 機 器 のうち、ガス暖 房 機 器 （給 湯 付 のもの以 外 ）（現 行 区 分 Ｐ）については、

出 荷 台 数 が、2000 年 度 から 2016 年 度 にかけて約 58%減 少 し、2016 年 度 はガス温 水

機 器 の総 出 荷 台 数 の 1％未 満 であるため、適 用 除 外 とする。  

表６ ガス暖 房 機 器 （給 湯 付 のもの以 外 ）の出 荷 台 数  

現行区分 
出 荷 台 数 （台 ）  出 荷 台 数 比 率  

平 成 １２年 度  平 成 ２８年 度  平 成 ２８年 度  

P ７４，０２０ ３１，２６６ ０．９９％ 

注）ガス温水機器の総出荷台数（平成２８年度）：３１４万台  

出典）一般社団法人日本ガス石油機器工業会統計  
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２．石油温水機器 

（１）対象範囲の設定の考え方 

本判断の基準等が適用される対象範囲は、石油を燃料とする家庭用の石油温水

機器すべての製品のうち、平成２３年３月２２日に策定された「家庭用ガス・石

油温水機器のモード効率測定法（JIS S 2075：2011）」において規定される標準

使用モードを用いた効率の測定が可能な製品及び、現行基準と同様の定格使用モ

ードを用いた効率の測定が可能な石油温水暖房機器とする。 

 

（２）対象範囲のうち、適用除外とする機器について 

（ア）現行基準から引き続き対象範囲の除外とする機種  

（a）バーナー付きふろがま（ポット式バーナーを組み込んだものに限る。）（ポット

式石油ふろがま）  

バーナー付きふろがまは、主に築年数が長いアパートや個人住宅に使用されて

いるが、表７に示すとおり出荷台数が横ばい状態であり、市場への出荷割合が極

度に小さく、市場での使用割合が極度に小さい機種であることから、引き続き対

象範囲から除外する。 

表７ バーナー付きふろがまの出荷台数 

出 荷 台 数 （台 ）  出 荷 台 数 比 率  
平 成 １２年 度  平 成 ２７年 度  平 成 ２７年 度  

約 ７，４００  ０ ０％  

石油温水機器の総出荷台数（平成２７年度）：３９８千台  

出典：一般社団法人日本ガス石油機器工業会統計  

 

図８ バーナー付きふろがま 

 

（b）薪材を燃焼される構造を有するもの（薪だき兼用型石油ふろがま）  

主に築年数が長い戸建住宅で使用されているが、エネルギー消費効率の測定方

法を定める JIS 規格が確立しておらず、技術的な測定方法、評価方法が確立して

いない機種であり、目標基準値を定めること自体が困難である機種であることか

ら、引き続き対象範囲から除外する。 
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（イ）新たに対象範囲の除外とする機種  

給湯用のもののうち加熱形態が貯湯式であって急速加熱形以外の機種（現行区

分 C）については、表８に示すとおり、現在製造されておらず、市場での使用割

合が極度に小さい機種であることから新たに対象範囲から除外する。 

表８ 給湯用のもののうち加熱形態が貯湯式であって急速加熱形以外の 

石油温水機器の出荷台数 

出 荷 台 数 （台 ）  出 荷 台 数 比 率  

平 成 １２年 度  平 成 ２７年 度  平 成 ２７年 度  

１６，８５３  ０ ０％  

石油温水機器の総出荷台数（平成２７年度）：３９８千台  

出典：一般社団法人日本ガス石油機器工業会統計  

 

浴用のものについては、加熱形態が伝熱筒1ありの機種（現行区分 J）、伝熱筒な

しの機種（現行区分 K）の両方とも、以下の２点の理由より、特殊な用途に使用さ

れる機種及び市場での使用割合が極度に小さい機種であることから、新たに対象範

囲から除外する。 

 過去には戸建て住宅において、給湯用と浴用の石油温水機器を別個設置する

こともあったが、現在では給湯用機器で浴槽への給湯や湯沸かしを担うこと

が一般的である。現在では、浴用専用の機器を新規に設置することはなく、

既設機器への取替需要のみに対応して製造されている製品となっており、特

殊な用途に使用される機種であるため。 

 表９のとおり、出荷台数は、平成１２年度の出荷台数と比べると多くが大幅な

減少傾向にあり市場での使用割合が極度に小さい機種であるため。 

表９ 浴用の石油温水機器の出荷台数 

 出 荷 台 数 （台 ）  出 荷 台 数 比 率  

加 熱 形 態  平 成 １２年 度  平 成 ２７年 度  平 成 ２７年 度  

伝 熱 筒 あり  
４１，０２７  

３，６１８  ０．９１％  

伝 熱 筒 なし  １２，０７３  ３．０３％  

石油温水機器の総出荷台数（平成２７年度）：３９８千台  

出典：一般社団法人日本ガス石油機器工業会統計  

 

 

また、暖房用のものについては、瞬間形（現行区分 D、E、F）、貯湯式であって急

速加熱形のもの（現行区分 G、H）、貯湯式であって急速加熱以外のもの（現行区分

I）があり、区分 G、H 以外（区分 D,E,F, I）それぞれの出荷台数は、 2000 年から

2016 年度にかけて大幅に減少しているため、「市場での使用割合が極度に小さい機

種」であることから、新たに適用除外とする。  

                                                  
1 貯湯部を貫通する煙道。 
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表１０ 暖房用のうち瞬間形と貯湯式で合って急速加熱形のもの出荷台数 

現行区分 
出 荷 台 数 （台 ）  出 荷 台 数 比 率  

平 成 １２年 度  平 成 ２８年 度  平 成 ２８年 度  

D ２２，０２５ ５，９７５ １．４９％ 

E １，２５９ ０ ０．００％ 

F １５，１０３ １，１４４ ０．２９％ 

I １２５９ ７２１ ０．１８％ 

石油温水機器の総出荷台数（平成２８年度）：４０１千台  

出典：一般社団法人日本ガス石油機器工業会統計  

 

（ウ）新たに対象範囲とする機種  

０．１ＭＰａ超０．２ＭＰａ以下で伝熱面積が２㎡以下の温水ボイラーについ

ては、 

表１１に示すとおり出荷台数が少なかったことから適用除外となっていたが、

平成１２年度（前回基準策定時における基準年度）に比べ出荷台数が４倍弱に大

幅に増え、市場での使用割合が極度に小さいとはいえないことから、新たに対象

範囲とする（現行区分 B に含まれることとなる）。 

注 ）  現 行 基 準 で は 、 「 ゲ ー ジ 圧 力 ０ ． １ Ｍ Ｐ ａ を 超 え る 温 水 ボ イ ラ ー 」 が 適 用 除 外 と な っ て い る が 、 対 象 範 囲 が ０ ． ２ Ｍ Ｐ ａ 以 下 で 伝 熱

面 積 が ２ ㎡ 以 下 の も の は 主 に 家 庭 用 に 使 用 さ れ る こ と か ら 、 上 述 の 対 象 と 同 範 囲 と な る 。  

 

表１１ ０．１ＭＰａ超０．２ＭＰａ以下で伝熱面積が２㎡以下の温水ボイラー

の出荷台数 

出 荷 台 数 （台 ）  出 荷 台 数 比 率  

平 成 １２年 度  平 成 ２７年 度  平 成 ２７年 度  

２，６７６  １１，９９０  ３．０１％  

石油温水機器の総出荷台数（平成２７年度）：３９８千台  

出典：一般社団法人日本ガス石油機器工業会統計  
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（参 考 ） 

 

ガス・石 油 温 水 機 器 の適 用 除 外 について（まとめ） 

 
   ガス温 水 機 器 のうち現 行 区 分 から適 用 除 外 とするものは下 記 表 の網 掛 け部 分 のと

おり。  

 
 

石 油 温 水 機 器 のうち現 行 区 分 から適 用 除 外 とするものは下 記 表 の網 掛 け部 分 のと

おり。  

 

 通気⽅式 循環⽅式 給排気⽅式 現⾏区分名

開放式 A

開放式以外のもの B

屋外式以外のもの C

屋外式 D

半密閉式⼜は密閉式（給排気部が外壁を貫通
する位置が半密閉式と同程度の⾼さのもの） E

密閉式（給排気部が外壁を貫通する位置が半
密閉式と同程度の⾼さのもの以外） F

屋外式 G

⾃然循環式 H

強制循環式 I

半密閉式⼜は密閉式（給排気部が外壁を貫通
する位置が半密閉式と同程度の⾼さのもの） J

密閉式（給排気部が外壁を貫通する位置が半
密閉式と同程度の⾼さのもの以外） K

屋外式 L

⾃然循環式 M

屋外式以外のもの N

屋外式 O

給湯付のもの
以外 P

給湯付のもの Q

ガス暖房
機器

強制通気式

給
湯
付
の
も
の

⾃然通気式 ⾃然循環式

強制通気式
強制循環式

強制通気式

ガ
ス
ふ
ろ
が
ま

給
湯
付
の
も
の
以
外

⾃然通気式 ⾃然循環式

ガス温⽔機器の種別

ガス瞬間湯沸器

⾃然通気式

⽤途 給排気⽅式⼜は制御⽅式 現⾏区分名

A

急速加熱形のもの B

 急速加熱形以外のもの C

開放形 D

半密閉式 E

密閉式 F

オン・オフ制御 G

オン・オフ制御以外 H

急速加熱形以外のもの I

J

K
浴⽤のもの

伝熱筒のあるもの

伝熱筒のないもの

貯湯式

暖房⽤のもの

瞬間形

貯湯式
急速加熱形のもの

加熱形態

給湯⽤のもの

瞬間形
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ガス・石油温水機器の測定方法について  

 
１．ガス温水機器  

現行基準では、ガス温水機器のエネルギー消費効率は、定格（最大）出力で連続運転し

た際の出力熱量を入力熱量で除して算出される「定格熱効率（％）」を用いて評価されてい

る。その測定方法は、給湯部・ふろ部については「家庭用ガス温水機器」（JIS S 2109：
2019）で定める方法とされており、また暖房部については冷却水の出入口温度差やガス消

費量等に基づく算定式として現行基準の告示で定められている。  
現行基準策定の後、平成２３年３月２２日に、給湯部・ふろ部については、標準的な使用

実態（給湯量、給湯温度、保温時間、周囲温度等）及び再現性を考慮して、モデル的なお

湯の使い方である「標準使用モード」を用いた新たなエネルギー消費効率の指標となる「モー

ド熱効率（％）」及びその測定方法（「家庭用ガス・石油温水機器のモード効率測定法」（JIS 
S 2075：2011）が策定された。また、暖房部については、暖房負荷等の試験条件の検討に

時間を要しており、標準使用モードを用いた効率の測定方法が定まっていないため定格熱

効率の測定方法として「家庭用ガス温水熱源機」（JIS S 2112：2011）が策定され、その後、

同規格は 2019 年に改正されている。  
したがって、ガス温水機器のうち暖房機能付きのもの以外のエネルギー消費効率につい

ては、使用実態により近い新たな指標である「モード熱効率（％）」を採用し、その測定方法

は「家庭用ガス・石油温水機器のモード効率測定法」（JIS S 2075：2011）で定める方法と

する。  
また、ガス温水機器のうち、暖房機能付きのもののエネルギー消費効率は、現行基準と

同様に暖房部の「定格熱効率（%）」と給湯部の「定格熱効率（%）」をそれぞれ 1 対 3 の比

率により加重平均した値で評価することとする。暖房部の定格熱効率の測定方法は「家庭

用ガス温水熱源機」（JIS S 2112：2019）、給湯部の定格熱効率の測定方法は「家庭用ガ

ス温水機器」（JIS S 2109：2019）で定める方法とする。  
 
２．石油温水機器  

ガス温水機器と同様に、現行基準では、石油温水機器のエネルギー消費効率は「定格

熱効率（％）」を持ちして評価されており、その測定方法は「石油燃焼機器の試験方法通則」

（JIS S 3031：2009）で定める方法とされている。  
その後、平成２３年３月２２日に、給湯部・ふろ部については、新たなエネルギー消費効率

の指標となる「モード熱効率（％）」及びその測定方法（「家庭用ガス・石油温水機器のモード

効率測定法」（JIS S 2075：2011）が策定された。  
したがって、石油温水機器のうち暖房機能付きのもの以外のエネルギー消費効率は、「モ

ード熱効率（％）」で評価することとする。測定方法は「家庭用ガス・石油温水機器のモード
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効率測定法」（JIS S 2075：2011）で定める方法とする。  
他方で、石油温水機器のうち暖房機能付きのもののエネルギー消費効率は、現行基準と

同様に「定格熱効率（％）」で評価することとする。測定方法は「石油燃焼機器の試験方法

通則」（JIS S 3031：2009）の測定方法に基づく「定格熱効率（％）」で評価する。  
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総合資源エネルギー調査会省エネルギー・新エネルギー分科会 

省エネルギー小委員会ガス・石油機器判断基準ワーキンググループ（第１回） 
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別添８ 

 

 総合資源エネルギー調査会省エネルギー・新エネルギー分科会 

省エネルギー小委員会ガス・石油機器判断基準ワーキンググループ 

開催経緯 

 

 

第 １回 ワーキンググループ（平 成 ２９年 ４月 ２６日 ） 
・ 議事の取扱い等について  
・ 総合資源エネルギー調査会省エネルギー・新エネルギー分科会省エネ

ルギー小委員会ガス・石油機器判断基準ワーキンググループの開催に

ついて（案）  
・ ガス温水機器及び石油温水機器の現状について  
・ ガス温水機器及び石油温水機器の対象範囲について（案）  
・ ガス温水機器及び石油温水機器のエネルギー消費効率並びに測定方

法について（案）  
・ その他  
 
第 ２回 ワーキンググループ（令 和 元 年 １０月 ３０日 ）  
・ 高効率温水機器の普及について  
・ 温水暖房機器の取り扱い等について（案）  
・ 温水暖房機器の測定方法について（案）  
・ ガス温水機器及び石油温水機器の区分について（案）  
 
第 ３回 ワーキンググループ（令 和 ２年 ６月 ２４日 ）  
・  目標年度と目標基準値について（案）  
・  達成判定について（案）  
・ 表示事項等について（案）  
・  取りまとめ案について  
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